
貸  　借  　対  　照 　 表
 　（平成３１年３月３１日現在）

（単位：千円）

金　　　額 金　　　額

流動資産 303,957 流動負債 30,441

現金及び預金 69,420 未払費用 440

売掛金 33,076 未払金 10,824

貯蔵品 812 未払消費税等 4,634

前払費用 583 未払法人税等 11,416

短期貸付金 200,000 預り金 480

その他資産 64 賞与引当金 2,580

前受収益 64

固定資産 1,140,966

有形固定資産 140,577

建　物 37,546 固定負債 44,412

構築物 15,267 退職給付引当金 22,530

機械・装置 84,232 役員退職慰労引当金 20,425

車両運搬具 1,721 その他負債 1,457

工具・器具・備品 1,809

無形固定資産 418 74,853

ソフトウエア 58

電話加入権 360 株主資本 1,370,070

投資その他の資産 999,969 資本金 500,000

保証金 6,111 利益剰余金 870,070

長期貸付金 970,000 　　その他利益剰余金その他利益剰余金 870,070

繰延税金資産 23,813 　　　別途積立金   別途積立金 460,000

その他投資 45 　　　繰越利益剰余金   繰越利益剰余金 410,070

1,370,070

1,444,923 1,444,923

（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

純 資 産 合 計

資　 産　 合　 計 負債及び純資産合計

科　　　　目 科　　　　目
（資産の部） （負債の部）

負 債 合 計

（純資産の部）



　　（単位：千円）

　 科　　　　　　   目

売上高 256,901

売上原価 172,796

売上総利益 84,105

販売費及び一般管理費 57,157

営業利益 26,948

営業外収益

受取利息 11,448

雑収入 6,126 17,574

営業外費用

雑損失 189 189

経常利益 44,334

特別利益

固定資産売却益 1,060 1,060

特別損失

固定資産除却損 122 122

税引前当期純利益 45,272

法人税、住民税及び事業税 15,322

法人税等調整額 1,763 17,086

当期純利益 28,185
（注)千円未満の端数は、切り捨てて表示しております。

損   益   計   算   書
平成３０年　４月　１日から
平成３１年　３月３１日まで

金　　　　　　　額



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記事項

一 資産の評価基準及び評価方法

(1)たな卸資産の評価方法及び評価基準

貯蔵品

二 固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産

定額法を採用しております。

(2)無形固定資産

自社利用のソフトウェア

社内における利用可能期間を５年とする定額法によっております。

三 引当金の計上基準

(1)貸倒引当金

(2)賞与引当金

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。

(3)退職給付引当金

(4)役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上しております。

四 その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２.表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用

３.貸借対照表に関する注記

一 有形固定資産の減価償却累計額 1,770,628千円

　　なお、減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

二 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
短期金銭債権 220,708千円
長期金銭債権 970,000千円
短期金銭債務 926千円

４.損益計算書に関する注記

一 関係会社との取引高 営業取引による取引高

売上高 116,729千円
売上原価 27,522千円
その他の営業取引高 11,081千円

営業取引以外の取引による取引高
営業外収益 11,955千円

二 保険金収入

５.株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数

株式の種類 前年度末 当年度 当年度 年度末
の株式数（株） 増加株式数（株） 減少株式数（株） の株式数（株）

普通株式 1,000,000 - - 1,000,000

個 別 注 記 表

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

従業員の退職給付の支給に備えるため、当期末における退職給付債務の見込み額に基づき計
上しております。

最終仕入原価法によっております。
なお、貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によっております。

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年2月16日）
を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示して
おります。

営業外収益に計上しております雑収入には、保険金収入4,990千円が含まれております。



６.金融商品に関する注記

一 金融商品の状況に関する事項

(1)金融商品に対する取組方針

(2)金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

二 金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額 時価 差額

①現金及び預金 69,420 69,420 － 
②売掛金 33,076 33,076 － 
③短期貸付金 200,000 200,000 － 
④長期貸付金 970,000 970,000 － 
⑤未払金 (10,824) (10,824) － 
⑥未払消費税等 (4,634) (4,634) － 
⑦未払法人税等 (11,416) (11,416) － 

(注1)金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

①現金及び預金、及び②売掛金

③短期貸付金、及び④長期貸付金
　

⑤未払金、⑥未払消費税等、及び⑦未払法人税等

(注2)金銭債権の決算日後の償還予定額

１年以内 １年超

現金及び預金 69,420 － 
売掛金 33,076 － 
短期貸付金 200,000 － 
長期貸付金 － 970,000

７.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

退職給付引当金 6,898 千円
減価償却費超過額 14,958
賞与引当金 909
役員退職慰労引当金 6,254
未払事業税 1,029
その他 75
繰延税金資産小計 30,126

評価性引当額 △ 6,312
繰延税金資産合計 23,813

（単位：千円）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。

当社では、回収可能性を反映した元利金の受取見込額を、国債の利回り等適切な指標に信用
スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（単位：千円）

（*）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

営業債権である売掛金は、当社設立の経緯から、そのほとんどが当社のステークホルダー及
びその子会社が取引先となり、成り立っております。当社の経理規程に従い、取引先ごとの
期日管理及び残高管理を行うとともに、月次の資金計画を作成しております。また、当社の
ステークホルダーの子会社に対し、貸付を行っております。
営業債務である未払金及び買掛金は、そのほとんどが一ヶ月以内の支払期日です。

平成31年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は、次のとおりです。

当社は、資金運用については、安全性の高い金融資産で運用しております。また、借入金は
ありません。



８．関連当事者との取引に関する注記

役員の
兼任等

事業上の
関係

86,174
 ｾﾒﾝﾄ事業
 等

（所　有）
0％

（被所有）
21.9％

なし
 ｾﾒﾝﾄ共同中継
 ﾀｰﾐﾅﾙ施設の
 運営の受託

 ｾﾒﾝﾄの保管、
 中継の請負
 ※１

116,729  売掛金 20,708

19,000
 貨物鉄道
 事業等

（所　有）
0％

（被所有）
50.0％

なし
 施設用地の
 賃借

 土 地 貸 借
 ※２

27,522 － －

 短期
 貸付金

200,000

 長期
 貸付金

970,000

 利息の受取
 ※３

11,447 － －

主要株主
（会社等）

41,654
 ｾﾒﾝﾄ事業
 等

（所　有）
0％

（被所有）
14.6％

なし
 ｾﾒﾝﾄ共同中継
 ﾀｰﾐﾅﾙ施設の
 運営の受託

 ｾﾒﾝﾄの保管、
 中継、配送
 の請負
 ※１

85,460  売掛金 6,924

（注）１.上記取引金額には消費税等は含まれておりません。

      ２.取引条件及び取引条件の決定方針等

※１

※２ 土地の賃借料は近隣の時価を勘案し、取引価格を決定しております。
※３

９．１株当たり情報に関する注記

(1)１株当たり純資産額

(2)１株当たり当期純利益

１０．重要な後発事象に関する注記
　　 該当事項はありません。

１１．その他の注記

　 　資産除去債務に関する注記

取引金額
（千円）

期末残高
（千円）

 太平洋ｾﾒﾝﾄ㈱

 住友大阪ｾﾒﾝﾄ㈱

 運転資金の
 貸付

議決権等の所有
（被所有）割合

（％）

関係内容

取引の内容 科目

 ｼﾞｪｲｱｰﾙｴﾌ商事㈱  ﾘｰｽ業等 なし

 日本貨物鉄道㈱

属性 会社等の名称
資本金

（百万円）

/事業の
/内容
/又は職業

その他の
関係会社

1,170,000

なし150

1,370円07銭

28円18銭

       当社は、セメント共同中継ターミナル施設用地の土地賃貸借契約に基づき、施設の退去時における原状回
       復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来施設を移
       転する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積ることができません。そのため、当該債務に見
       合う資産除去債務は計上しておりません。

 資金の貸付
 ※３その他の

関係会社
の子会社

セメントの保管、中継、配送料金は契約に基づき、市場価格等を勘案した一般的取引条件を参考に、
取引価格を決定しております。

ジェイアールエフ商事㈱に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返済条
件は期間４年としております。なお、担保は受け入れておりません。


